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21．書面とは，…（中略）…発行年月日を記
載し，記名（署名または押印を含む）したも
のを有効とする。

21．書面とは，…（中略）…発行年月日を記
載し，署名または押印したものを有効とす
る。

22．工事写真とは，…（中略）…
　なお，デジタル工事写真の小黒板情報電
子化を行う場合は「デジタル工事写真の小
黒板情報電子化について」（千葉県，平成
30年3月30日付技第661号）に基づき実施
しなければならない。

22．工事写真とは，…（以下略）

31．段階確認とは、設計図書に示された施
工段階において、監督職員が臨場等によ
り、出来形、品質、規格、数値等を確認す
ることをいう。

32．中間検査とは、柏市工事検査要領に
基づき行うものをいい、請負代金の支払い
を伴うものではない。

33．工事検査とは，…（以下略） 31．工事検査とは，…（以下略）

34．検査職員とは，…（以下略） 32．検査職員とは，…（以下略）

35．同等以上の品質とは，…（以下略） 33．同等以上の品質とは，…（以下略）

36．工期とは，…（以下略） 34．工期とは，…（以下略）

37．工事開始日とは，…（以下略） 35．工事開始日とは，…（以下略）

38．工事着手とは，…（以下略） 36．工事着手とは，…（以下略）

39. 準備期間とは，工事開始日から本体工
事，または仮設工事の着手までの期間を
いう。

40．工事とは，…（以下略） 37．工事とは，…（以下略）

41．本体工事とは，…（以下略） 38．本体工事とは，…（以下略）

42．仮設工事とは，…（以下略） 39．仮設工事とは，…（以下略）

43．工事区域とは，…（以下略） 40．工事区域とは，…（以下略）

44．現場とは，…（以下略） 41．現場とは，…（以下略）

45．ＳＩとは，…（以下略） 42．ＳＩとは，…（以下略）

46．現場発生品とは，…（以下略） 43．現場発生品とは，…（以下略）

47．ＪＩＳ規格とは，日本産業規格をいう。 44．ＪＩＳ規格とは，日本工業規格をいう。

1-1-1
適 用

第１編　共通編
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１．受注者からの要求があり，監督職員が
必要と認めた場合，受注者に図面の原図
若しくは電子データを貸与することができ
る。ただし，共通仕様書，土木工事施工管
理基準等市販・公開されているものについ
ては，受注者が備えなければならない。

１．受注者からの要求があり，監督職員が
必要と認めた場合，受注者に図面の原図
を貸与することができる。ただし，共通仕様
書，土木工事施工管理基準等市販・公開さ
れているものについては，受注者が備えな
ければならない。

２．…（中略）…また，受注者は，監督職員
から更に詳細な説明または書面の追加の
要求があった場合は従わなければならな
い。ただし，設計図書の照査範囲を超える
資料の作成については，契約書第20条に
よるものとし，監督職員からの指示によるも
のとする。

２．…（中略）…また，受注者は，監督職員
から更に詳細な説明または書面の追加の
要求があった場合は従わなければならな
い。

１．受注者は，工事着手前又は施工方法
が確定した時期に工事目的物を完成する
ために必要な手順や工法等についての施
工計画書を監督職員に提出しなければな
らない。…（以下略）

１．受注者は，工事着手前に工事目的物を
完成するために必要な手順や工法等につ
いての施工計画書を監督職員に提出しな
ければならない。…（以下略）

２．受注者は，施工計画書の内容に重要な
変更が生じた場合（工期や数量等の軽微
な変更は除く）には，その都度当該工事に
着手する前に変更に関する事項について，
変更施工計画書を監督職員に提出しなけ
ればならない。

２．受注者は，施工計画書の内容に重要な
変更が生じた場合には，その都度当該工
事に着手する前に変更に関する事項につ
いて，変更施工計画書を監督職員に提出
しなければならない。

４．監督職員は，柏市環境管理システム（Ｋ
ＥＭＳ）に掲げる省エネルギー行動に従 い
対応しなければならない。

1-1-5
コリンズ
（CORINS)へ
の登録

受注者は，受注時または変更時において
工事請負代金額が500万円以上の工事に
ついて，工事実績情報システム（CORINS）
に基づき，受注・変更・完成・訂正時に工事
実績情報として作成した「登録のための確
認のお願い」をコリンズから監督職員に
メール送信し，作成し監督職員の確認を受
けたうえ，…（中略）…また，登録機関発行
の「登録内容確認書」は， コリンズ登録時
に監督職員にメール送信される。なお，変
更時と工事完成時の間が10日間（土曜日，
日曜日，祝日等を除く）に満たない場合は，
変更時の登録申請を省略できる。また，本
工事の完成後において訂正または削除す
る場合においても同様に，コリンズから発
注者にメール送信し，速やかに発注者の確
認を受けた上で，登録機関に登録申請しな
ければならない。

受注者は，受注時または変更時において
工事請負代金額が500万円以上の工事に
ついて，工事実績情報サービス（コリンズ）
に基づき，受注・変更・完成・訂正時に工事
実績情報として「登録のための確認のお願
い」を作成し監督職員の確認を受けたう
え，…（中略）…また，登録機関発行の「登
録内容確認書」が受注者に届いた際には，
速やかに監督職員に提示しなければなら
ない。なお，変更時と工事完成時の間が10
日間に満たない場合は，変更時の提示を
省略できる

1-1-3
設計図書の
照査等

1-1-4
施工計画書
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1-1-7
工事用地等
の使用

２．…（中略）…営繕用地（受注者の現場事
務所，宿舎，駐車場）及び型枠または鉄筋
作業場等専ら受注者が使用する用地並び
に発注者の負担により借地する範囲以外
の構造物掘削等に伴う借地等をいう。

２．…（中略）…営繕用地（受注者の現場事
務所，宿舎，駐車場）及び型枠または鉄筋
作業場等専ら受注者が使用する用地並び
に構造物掘削等に伴う借地等をいう。

1-1-8
工事の着手

受注者は，特記仕様書に工事に着手すべ
き期日について定めがある場合には，その
期日までに工事着手しなければならない。

受注者は，特記仕様書に定めのある場合
を除き，特別の事情がない限り，契約書に
定める工事始期日以降30日以内に工事に
着手しなければならない。

1-1-9
工事の下請
負

（３）下請負者は，当該下請負工事の施工
能力を有すること。なお，下請契約を締結
するときは，下請負に使用される技術者，
技能労働者等の賃金，労働時間その他の
労働条件，安全衛生その他の労働環境が
適正に整備されるよう，市場における労務
の取引価格，保険料等を的確に反映した
適正な額の請負代金及び適正な工期等を
定める下請契約を締結しなければならな
い。

（３）下請負者は，当該下請負工事の施工
能力を有すること。なお，下請契約を締結
するときは，適正な額の請負代金での下請
契約のを締結に努めなければならない。

２．記載すべき内容

２．…（中略）…公衆が見やすい場所に掲
げるとともにその写しを監督職員に提出し
なければならない。

３．…（中略）…公衆が見やすい場所に掲
げるとともに監督職員に提出しなければな
らない。

３．第１項の受注者は，監理技術者，監理
技術者補佐，主任技術者（下請負者を含
む）及び第１項の受注者の専門技術者（専
任している場合のみ）に，工事現場内にお
いて，工事名，工期，顔写真，所属会社
名，及び社印の入った名札等を着用させな
ければならない。名札は図１－１を標準と
する。（監理技術者補佐は、建設業法第26
条第3項ただし書きに規定する者をいう。）

４．第１項の受注者は，監理技術者，主任
技術者（下請負者を含む）及び第１項の受
注者の専門技術者（専任している場合の
み）に，工事現場内において，工事名，工
期，顔写真，所属会社名，及び社印の入っ
た名札等を着用させなければならない。

４．第１項の受注者は，…（以下略） ５．第１項の受注者は，…（以下略）

1-1-12
調査・試験に
対する協力

５．…（中略）…調査対象工事となった場合
は，以下に掲げる措置をとらなければなら
ない。
（１）受注者は，監督職員の求めに応じて，
施工体制台帳を提出しなければならない。
また，書類の提出に際して，その内容につ
いてヒアリングを求められたときは，受注者
はこれに応じなければならない。
（２）第１編１－１－４に基づく施工計画書の
提出に際して，その内容についてヒアリン
グを求められたときは，受注者はこれに応
じなければならない。

５．…（中略）…調査対象工事となった場合
は，発注者がヒアリングを求めた際に，こ
れに応じなければならない。

1-1-10
施工体制台
帳
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1-1-13
工事の一時
中止

３．…（中略）…中止期間中の維持・管理に
関する基本計画書を監督職員を通じて発
注者に提出し，協議するものとする。…（以
下略）

３．…（中略）…中止期間中の維持・管理に
関する基本計画書を監督職員を通じて発
注者に提出し，承諾を得るものとする。…
（以下略）

４．契約書第16条第１項に規定する「引渡
場所」は，設計図書または監督職員の指示
によるものとする

４．契約書第16条第１項に規定する「引渡
場所」は，設計図書または監督職員の指示
によるものとする。引渡場所からの積込
み，荷下しを含む運搬に係る費用は受注
者の負担とする。

５．…（中略）…なお，受注者は，返還が完
了するまで材料の損失に対する責任を免
れることはできないものとする。

５．…（中略）…なお，受注者は，返還が完
了するまで材料の損失に対する責任を免
れることはできないものとする。また，返還
に要する費用は受注者の負担とする。

２．…（中略）…「建設リサイクル推進計画２
０２０」（国土交通省），…（以下略）

２．…（中略）…「千葉県建設リサイクル推
進計画２０１６」，…（以下略）

４．…（中略）…なお，各書類は，特記仕様
書等により，「建設副産物情報交換システ
ム（COBRIS）」を利用し適正に登録・作成し
なければならない。

４．…（中略）…なお，各書類は，特記仕様
書等により，別途システムを利用し適正に
登録・作成しなければならない。

５．受注者は，「建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律（建設リサイクル
法）（以下，「法」という。）」に基づく…（以下
略）

５．受注者は，「建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律」に基づく…（以下
略）

1-1-20
工事完成検
査

７．受注者は，当該工事完成検査について
は，第３編１－１－３監督職員による確認
及び立会等第３項の規定を準用する。

７．受注者は，当該工事完成検査について
は，第３編１－１－５監督職員による確認
及び立会等第３項の規定を準用する。

1-1-21
出来形検査
等

５．受注者は，当該出来形検査について
は，第３編１－１－３監督職員による確認
及び立会等第３項の規定を準用する。

５．受注者は，当該出来形検査について
は，第３編１－１－５監督職員による確認
及び立会等第３項の規定を準用する。

1-1-23
施工管理

３．…（中略）…工事名，工期，発注者名，
受注者名及び工事内容等を記載した標示
板を設置し，…（中略）…
　なお，標示板の記載にあたっては，工事
に関する情報をわかりやすく記載するもの
とする。また，記載内容については，工事
内容に応じて，道路工事現場における標示
施設等の設置基準について（昭和37年8月
30日付け372号道路局長通達，最新改正
平成18年3月31日付け道発国道利37号・国
道国防第205号），道路工事現場における
工事情報板及び工事説明看板の設置につ
いて（平成18年3月31日付け国道利38号・
国道国防第206号道路局路政課長， 国道･
防災課長通達），河川工事等の工事看板
の取扱いについて（令和2年2月21日付け
国水環第115号・国水治第135号・国水保
第103号・国水海第82号水管理・国土保全
局 河川環境課長，治水課長，保全課長，
海岸室長通達） によるものとする。

３．…（中略）…工事名，工期，発注者名及
び受注者名を記載した標示板を設置し，…
（以下略）

1-1-16
支給材料及
び貸与品

1-1-18
建設副産物



令和５年度版 平成３０年度版

５．…（中略）…また，影響が生じるおそれ
がある場合，または影響が生じた場合には
直ちに監督職員へ連絡し，…（以下略）

５．…（中略）…また，影響が生じた場合に
は直ちに監督職員へ連絡し，…（以下略）

６．受注者は，工事の適正な実施に必要な
技術的能力の向上，情報通信技術を活用
した工事の実施の効率化等による生産性
の向上並びに技術者，技能労働者等育成
及び確保並びにこれらの者に係る賃金，労
働時間，その他の労働条件，安全衛生そ
の他の労働環境の改善に努めなければな
らない。…（以下略）

６．受注者は，作業員の労働条件，安全衛
生その他の労働環境の改善に努めなけれ
ばならない。…（以下略）

８．…（中略）…その記録及び関係書類を
直ちに作成，保管し，工事完成検査時に監
督職員へ提出しなければならない。…（以
下略）

８．…（中略）…その記録及び関係書類を
直ちに作成，保管し，完成検査時までに監
督職員へ提出しなければならない。…（以
下略）

９．受注者は，工事施工途中に工事目的物
や工事材料等の不具合等が発生した場
合，または，公益通報者等から当該工事に
関する情報が寄せられた場合には，その
内容を監督職員に直ちに通知しなければ
ならない。

１．受注者は，土木工事安全施工技術指
針（国土交通大臣官房技術審議官通達，
令和4年2月），…（以下略）

１．受注者は，土木工事安全施工技術指
針（国土交通大臣官房技術審議官通達，
平成29年３月31日），…（以下略）

２．受注者は、建設工事公衆災害防止対
策要綱（国土交通省 告示第469号、令和元
年9月2日）を遵守して災害の防止を図らな
ければならない。

３．受注者は，…（以下略） ２．受注者は，…（以下略）

４．受注者は、土木工事に使用する建設機
械の選定、使用等について、設計図書によ
り建設機械が指定されている場合には、こ
れに適合した建設機械を使用しなければ
ならない。ただし、より条件に合った機械が
ある場合には、監督職員の承諾を得て、そ
れを使用することができる。

５．受注者は，…（以下略） ３．受注者は，…（以下略）

６．受注者は、架空線等上空施設の位置
及び占用者を把握するため、工事現場、土
取り場、建設発生土受入地、資材等置き場
等、工事に係る全ての架空線等上空施設
の現場調査（場所、種類、高さ等）を行い、
その調査結果について、支障物件の有無
に関わらず、監督職員へ報告しなければな
らない。

７．受注者は，…（以下略） ４．受注者は，…（以下略）

1-1-26
工事中の安
全確保

1-1-23
施工管理
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８．受注者は，…（以下略） ５．受注者は，…（以下略）

９．受注者は，…（以下略） ６．受注者は，…（以下略）

10．受注者は，…（以下略） ７．受注者は，…（以下略）

11．…（中略）…定期的に安全に関する研
修・訓練等を実施しなければならない。な
お、作業員全員の参加が困難な場合は、
複数回に分けて実施する事も出来る。…
（以下略）

８．…（中略）…定期的に安全に関する研
修・訓練等を実施しなければならない。…
（以下略）

12．受注者は，…（以下略） ９．受注者は，…（以下略）

13．受注者は，…（以下略） 10．受注者は，…（以下略）

14．受注者は，…（以下略） 11．受注者は，…（以下略）

15．受注者は，…（以下略） 12．受注者は，…（以下略）

16．監督職員が，労働安全衛生法（令和元
年6月改正法律第37号）…（以下略）

13．監督職員が，労働安全衛生法（平成27
年5月改正法律第17号）…（以下略）

17．受注者は，工事中における安全の確
保をすべてに優先させ，労働安全衛生法
（令和元年6月改正法律第37号）…（以下
略）

14．受注者は，工事中における安全の確
保をすべてに優先させ，労働安全衛生法
（平成27年5月改正法律第17号）…（以下
略）

18．災害発生時においては，…（以下略） 15．災害発生時においては，…（以下略）

19．受注者は，…（以下略） 16．受注者は，…（以下略）

20．受注者は施工中，…（以下略） 17．受注者は施工中，…（以下略）

21．受注者は，…（以下略） 18．受注者は，…（以下略）

22. 受注者は，…（以下略） 19. 受注者は，…（以下略）

４．受注者は，水中に工事用資材等が落下
しないよう措置を講じるものとする。また，
工事の廃材，残材等を水中に投棄しては
ならない。落下物が生じた場合は，受注者
は自らの負担で撤去し，処理しなければな
らない。

５．受注者は，工事の施工にあたり表1-1
に示す建設機械を使用する場合は，「特定
特殊自動車排出ガスの規制等に関する法
律(平成29年5月改正法律第41号）」に基づ
く…（中略）…もしくは「第３次排出ガス対策
型建設機械指定要領（最終改訂平成28年
8月30日付国総環リ第6号）

４．受注者は，工事の施工にあたり建設機
械を使用する場合は，「特定特殊自動車排
出ガスの規制等に関する法律(平成27年6
月改正法律第50号）」に基づく…（中略）…
もしくは「第３次排出ガス対策型建設機械
指定要領（最終改訂平成２３年７月１３日付
国総環リ第１号）

６．受注者は，…（以下略） ５．受注者は，…（以下略）

７．…（中略）…指定された建設機械を使用
しなければならない。

６．…（中略）…指定された建設機械を使用
しなければらない。

1-1-26
工事中の安
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８．受注者は，…（中略）…｢国等による環
境物品等の調達の推進等に関する法律
（令和3年5月改正 法律第66号。「グリーン
購入法」という。）」第10条の規定により定
めた柏市グリーン購入調達方針に掲げる
対象物品の使用を推進するものとする。

７．受注者は，…（中略）…，｢国等による環
境物品等の調達の推進等に関する法律
（平成27年9月改正法律第66号。「グリーン
購入法｣という。）」第10条の規定により定
めた柏市環境管理システム（ＫＥＭＳ）に掲
げる具体的な省エネルギー行動に定める
対象物品の使用を推進するものとする。

９．受注者は，…（以下略） ８．受注者は，…（以下略）

２．受注者は，指定された工事用道路の使
用開始前に当該道路の維持管理、補修及
び使用方法等を施工計画書に記載しなけ
ればならない。この場合において、受注者
は、関係機関に所要の手続をとるものと
し、発注者が特に指示する場合を除き、標
識の設置その他の必要な措置を行わなけ
ればならない。

３．受注者は，…（以下略） ２．受注者は，…（以下略）

４．受注者は，…（以下略） ３．受注者は，…（以下略）

５．…（中略）…道路標識，区画線及び道路
標示に関する命令（令和3年6月改正内閣
府・国土交通省令第2号），…（以下略）

４．…（中略）…道路標識，区画線及び道路
標示に関する命令（平成28年7月15日改正
内閣府・国土交通省令第2号），…（以下
略）

６．発注者が工事用道路…（以下略） ５．発注者が工事用道路…（以下略）

７．受注者は，…（以下略） ６．受注者は，…（以下略）

８．受注者は、設計図書において指定され
た工事用道路を使用する場合は、設計図
書の定めに従い、工事用道路の維持管理
及び補修を行うものとする。

９．公衆の交通が…（以下略） ７．公衆の交通が…（以下略）

10．受注者は，…（以下略） ８．受注者は，…（以下略）

11．受注者は，建設機械，資材等の運搬に
あたり，車両制限令（平成31年3月改正政
令第41号）第3条における一般的制限値を
超える車両を通行させるときは，道路法第
47条の2に基づく通行許可を得ていることを
確認しなければならない。また，道路交通
法施行令（令和3年9月改正政令第172号）
第22条における制限を超えて建設機械，
資材等を積載して運搬するときは，道路交
通法（令和元年6月改正法律第37号）第57
条に基づく許可を得ていることを確認しな
ければならない。

９．受注者は，建設機械，資材等の運搬に
あたり，車両制限令（平成26年5月28日改
正政令第187号）第3条における一般的制
限値を超える車両を通行させるときは，道
路法第47条の2に基づく通行許可を得てい
ることを確認しなければならない。また，道
路交通法施行令（平成28年7月15日改正
政令第258号）第22条における制限を超え
て建設機械，資材等を積載して運搬すると
きは，道路交通法（平成27年9月改正法律
第76号）第57条に基づく許可を得ているこ
とを確認しなければならない。

表1-2　一般的制限値
3.8ｍ（ただし，指定道路については4.1m）

一般的制限値
3.8ｍ

1-1-30
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ここでいう車両とは，人が乗車し，または貨
物が積載されている場合にはその状態に
おけるものをいい，…（以下略）

ここでいう車両とは，人が乗車し，貨物が積
載されている場合にはその状態におけるも
のをいい，…（以下略）

12．ダンプトラックの過積載…（以下略） 10．ダンプトラックの過積載…（以下略）

（１）会計法
（令和元年5月改正法律第16号） （平成18年6月改正法律第53号）

（２）建設業法
（令和3年5月改正法律第48号） （平成26年6月改正法律第69号）

（４）労働基準法
（令和2年7月改正法律第14号） （平成27年5月改正法律第31号）

（５）労働安全衛生法
（令和元年6月改正法律第37号） （平成27年5改正法律第17号）

（６）作業環境測定法
（令和元年6月改正法律第37号） （平成26年6月改正法律第82号）

（７）じん肺法
（平成30年7月改正法律第71号） （平成26年6月改正法律第82号）

（８）雇用保険法
（令和3年6月改正法律第58号） （平成28年6月改正法律第63号）

（９）労働者災害補償保険法
（令和2年6月改正法律第40号） （平成27年5月改正法律第17号）

（10）健康保険法
（令和3年6月改正法律第66号） （平成28年11月改正法律第84号）

（11）中小企業退職金共済法
（令和2年6月改正法律第40号） （平成28年6月改正法律第664号）

（12）建設労働者の雇用の改善等に関する
法律
（令和2年3月改正法律第14号） （平成28年5月改正法律第47号）

（13）出入国管理及び難民認定法
（令和3年6月改正法律第69号） （平成28年11月改正法律第89号）

（14）道路法
（令和2年6月改正法律第49号） （平成28年3月改正法律第19号）

（15）道路交通法
（令和2年6月改正法律第52号） （平成27年9月改正法律第76号）

（16）道路運送法
（令和2年6月改正法律第36号） （平成26年6月改正法律第69号）

（17）道路運送車両法
（令和3年5月改正法律第37号） （平成28年11月改正法律第86号）

1-1-32
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（19）地すべり等防止法
（平成29年6月改正法律第45号） （平成26年6月改正法律第69号）

（20）河川法
（令和3年5月改正法律第31号） （平成27年5月改正法律第22号）

（21）海岸法
（平成30年12月改正法律第95号） （平成26年6月改正法律第69号）

（22）港湾法
（令和2年6月改正法律第49号） （平成28年5月改正法律第45号）

（24）漁港漁場整備法
（平成30年12月改正法律第95号） （平成26年6月改正法律第69号）

（25）下水道法
（令和3年7月改正法律第31号） （平成27年5月改正法律第22号）

（26）航空法
（令和3年6月改正法律第65号） （平成28年5月改正法律第51号）

（28）軌道法
（令和2年6月改正法律第41号） （平成18年3月改正法律第19号）

（29）森林法
（令和2年6月改正法律第41号） （平成28年5月改正法律第47号）

（30）環境基本法
（令和3年5月改正法律第41号） （平成26年5月改正法律第46号）

（31）火薬類取締法
（令和元年6月改正法律第37号） （平成27年6月改正法律第50号）

（32）大気汚染防止法
（令和2年6月改正法律第39号） （平成27年6月改正法律第41号）

（34）水質汚濁防止法
（平成29年6月改正法律第45号） （平成28年5月改正法律第47号）

（37）廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（令和元年6月改正法律第37号） （平成27年7月改正法律第58号）

（38）文化財保護法
（令和3年4月改正法律第22号） （平成26年6月改正法律第69号）

（40）電気事業法
（令和2年6月改正法律第49号） （平成28年6月改正法律第59号）

（41）消防法
（令和3年5月改正法律第36号） （平成27年9月改正法律第66号）

（42）測量法
（令和元年6月改正法律第37号） （平成23年6月改正法律第61号）

（43）建築基準法
（令和3年5月改正法律第44号） （平成28年6月改正法律第72号）

1-1-34
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（44）都市公園法
（平成29年5月改正法律第26号） （平成26年6月改正法律第69号）

（46）土壌汚染対策法
（平成29年6月改正法律第45号） （平成26年6月改正法律第51号）

（47）駐車場法
（平成29年5月改正法律第26号） （平成23年12月改正法律第122号）

（48)海上交通安全法
（令和3年6月改正法律第53号） （平成23年12月改正法律第122号）

（50）海洋汚染等及び海上災害の防止に関
する法律
（令和3年5月改正法律第43号） （平成26年6月改正法律第73号）

（51）船員法
（令和3年6月改正法律第75号） （平成26年6月改正法律第69号）

（52）船舶職員及び小型船舶操縦者法
（平成30年6月改正法律第59号） （平成26年6月改正法律第69号）

（53）船舶安全法
（令和3年5月改正法律第43号） （平成26年6月改正法律第69号）

（54）自然環境保全法
（平成31年4月改正法律第20号） （平成26年6月改正法律第69号）

（55）自然公園法
（令和3年5月改正法律第29号） （平成26年6月改正法律第69号）

（56）公共工事の入札及び契約の適正化の
促進に関する法律
（令和3年5月改正法律第37号） （平成27年9月改正法律第66号）

（57）国等による環境物品等の調達の推進
等に関する法律
（令和3年5月改正法律第36号） （平成27年9月改正法律第66号）

（58）河川法施行法抄 （58）河川法施行法

（59）技術士法
（令和元年6月改正法律第37号） （平成26年6月改正法律第69号）

（60）漁業法
（令和3年5月改正法律第47号） （平成28年5月改正法律第51号）

（61）空港法
（令和元年6月改正法律第37号） （平成25年6月改正法律第76号）

（63）厚生年金保険法
（令和3年6月改正法律第66号） （平成28年11月改正法律第84号）

（64）航路標識法
（令和3年3月改正法律第53号） （平成28年5月改正法律第42号）

1-1-34
諸法令の遵
守



令和５年度版 平成３０年度版

（67）職業安定法
（令和元年6月改正法律第37号） （平成28年5改正法律第47号）

（68）所得税法
（令和3年5月改正法律第37号） （平成28年11月改正法律第89号）

（69）水産資源保護法
（平成30年12月改正法律第95号） （平成27年9月改正法律第70号）

（70）船員保険法
（令和3年6月改正法律第66号） （平成28年11月改正法律第87号）

（71）著作権法
（令和3年6月改正法律第52号） （平成28年5月改正法律第51号）

（72）電波法
（令和3年3月改正法律第19号） （平成27年5月改正法律第26号）

（73）土砂等を運搬する大型自動車による
交通事故の防止等に関する特別措置法
（令和2年6月改正法律第42号） （平成27年6月改正法律第40号）

（74）労働保険の保険料の徴収等に関する
法律
（令和3年6月改正法律第58号） （平成28年3月改正法律第17号）

（75）農薬取締法
（平成30年6月改正法律第53号） （平成26年6改正法律第69号）

（76）毒物及び劇物取締法
（平成30年6月改正法律第66号） （平成27年6月改正法律第50号）

（77）特定特殊自動車排出ガスの規制等に
関する法律
（平成29年5月改正法律第41号） （平成27年6月改正法律第50号）

（78）公共工事の品質確保の促進に関する
法律
（令和元年6月改正法律第35号） （平成26年6月改正法律第35号）

（79）警備業法
（令和元年6月改正法律第37号） （平成23年6月改正法律第61号）

（80）行政機関の保有する個人情報の保護
に関する法律
（令和3年5月改正法律第37号） （平成26年6月改正法律第69号）

（81）高齢者，障害者等の移動等の円滑化
の促進に関する法律
（平成30年6月改正法律第67号） （平成26年6月改正法律第69号）
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1-1-36
施工時期及
び施工時間
の変更

２．受注者は，設計図書に施工時間が定め
られていない場合で，官公庁の休日または
夜間に，作業を行うにあたっては，事前に
その理由を監督職員に連絡しなければな
らない。ただし，現道上の工事については
書面により提出しなければならない。

２．受注者は，設計図書に施工時間が定め
られていない場合で，官公庁の休日または
夜間に，現道上の工事または監督職員が
把握していない作業を行うにあたっては，
事前に理由を付した書面によって監督職
員に提出しなければならない。

３．受注者は、丁張、その他工事施工の基
準となる仮設標識を、設置しなければなら
ない。

４．受注者は，…（以下略） ３．受注者は，…（以下略）

５．受注者は，…（以下略） ４．受注者は，…（以下略）

６．水準測量及び水深測量は，…（以下略） ５．水準測量及び水深測量は，…（以下略）

1-1-39
特許権等

３．発注者が，引渡しを受けた契約の目的
物が著作権法（令和3年6月改正法律第52
号第2条第1項第1号）…（以下略）

３．発注者が，引渡しを受けた契約の目的
物が著作権法（平成28年5月27日改正法
律第51号第2条第1項第1号）…（以下略）

３．受注者は，法定外の労災保険に付さな
ければならない。

４．受注者は，…（以下略） ３．受注者は，…（以下略）

1-1-42
公共工事等
における新
技術活用の
促進

受注者は，新技術情報提供システム（ＮＥＴ
ＩＳ）等を活用することにより，使用すること
が有用と思われる新技術等が明らかに
なった場合は，監督職員に報告するものと
する

受注者は，新技術情報提供システム（ＮＥＴ
ＩＳ）等を活用することにより，使用すること
が有効と思われる新技術等が明らかに
なった場合は，監督職員に報告するものと
する

１－１－43
ワンデーレス
ポンス

（１）原則として土木工事共通仕様書を適用
する全ての工事において実施するものとす
る。
（２）「ワンデーレスポンス」とは受注者から
の質問，協議への回答は，基本的に，「そ
の日のうち（24時間以内）」に回答するよう
対応することである。
　ただし，即日回答が困難な場合は，いつ
までに回答が必要なのかを受注者に確認
の上，回答期限を設けるなど，何らかの回
答を「その日のうち」にすることとする。

１－１－１ 用語の定義

1-1-1
工程表

１－１－１ 工程表 １－１－２ 工程表

1-1-2
現場技術員

１－１－２ 現場技術員 １－１－３ 工事監督支援業務の担当技術
者

１－１－４ 支給材料及び貸与品

第３編　土木工事共通編

1-1-37
工事測量

1-1-40
保険の付保
及び事故の
補償



令和５年度版 平成３０年度版

１－１－３　監督職員による確認及び立会
等

１－１－５ 監督職員による確認及び立会等

表1-1　段階確認一覧表
鉄沓据え付け完了時

表1-1　段階確認一覧表
鉄杳据え付け完了時

１－１－４ 数量の算出 １－１－６ 数量の算出

２．受注者は，…（中略）…工事完成時まで
に監督職員に提出しなければならない。

２．受注者は，…（中略）…工事完成時まで
に提出しなければならない。

1-1-5
品質証明

１－１－５ 品質証明 １－１－７ 品質証明

１－１－６ 工事完成図書の納品 １－１－８ 工事完成図書の納品

受注者は，工事目的物の供用開始後の維
持管理，後工事や復旧工事施工に必要な
情報など，施設を供用する限り施設管理者
が保有すべき資料をとりまとめた以下の書
類を工事完成図書として納品しなければな
らない。…（以下略）

受注者は，工事完成図書として以下の書
類を提出しなければならない。…（以下略）

１－１－７　中間検査 １－１－９ 中間検査

５．受注者は，当該検査については，第３
編１－１－３ 監督職員による確認及び立会
等第３項の規定を準用する。

５．受注者は，当該検査については，第３
編１－１－５ 監督職員による確認及び立会
等第３項の規定を準用する。

１－１－８ 施工管理 １－１－10 施工管理

２．受注者は，工事に使用した建設資材の
品質記録について建設材料の品質記録保
存業務実施要領（案）（国土交通省大臣官
房技術調査課建設システム管理企画室長
通達，平成30年3月28日）…（以下略）

２．受注者は，工事に使用した建設資材の
品質記録について建設材料の品質記録保
存業務実施要領（案）（建設大臣官房技術
調査室長通達，昭和60年９月24）…（以下
略）

１－１－11 工事中の安全確保

１－１－12 交通安全管理

１－１－13 工事測量

1-1-9
提出書類

１－１－９ 提出書類 １－１－14 提出書類

１－１－10　創意工夫 １－１－15　創意工夫

受注者は，自ら立案実施した創意工夫や
地域社会への貢献として，特に評価できる
項目について，工事完成時までに所定の
様式により，監督職員に提出することがで
きる。

受注者は，自ら立案実施した創意工夫や
地域社会への貢献として評価できる項目に
ついて，工事完成時までに監督職員の指
示する所定の様式により，監督職員に提出
することができる。

1-1-7
中間検査

1-1-4
数量の算出

1-1-6
工事完成図
書の納品

1-1-8
施工管理

1-1-10
創意工夫

1-1-3
監督職員に
よる確認及
び立会等


